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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 2022年２月１日

至 2022年10月31日

売上高 (千円) 780,119

経常利益 (千円) 115,993

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 44,902

四半期包括利益 (千円) 44,902

純資産額 (千円) 402,354

総資産額 (千円) 717,128

１株当たり四半期純利益 (円) 18.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ─

自己資本比率 (％) 56.11

回次
第９期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年８月１日
至 2022年10月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 2.11

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しませんので記載しておりません。

３．当社は、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりますが、第９期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、当社は2022年４月27日付で、株式会社BEL AIRから、株式会社テクノロジーズに社名変更しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当新規上場申請のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等

に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または新規上場申請のための有価

証券報告書（Ⅰの部）に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

り、今後の状況を注視して参ります。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び当社の関係

会社）が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による経済活動の制限が長期化す

る中、経済活動の持ち直しに向けた動きが見られましたが、感染症再拡大による景気回復の遅れや、世界的な物価

高騰による影響が懸念され、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような環境の下、当社グループにおいては、従業員及びそのご家族の他、弊社に関係される全ての皆様の健

康と安全に配慮すべく、通常業務を継続しながら、2020年3月よりリモートワークをいち早く本格的に導入し事態の

長期化に備えるとともに、ITソリューション事業、SaaS事業の２事業を展開して参りました。

ITソリューション事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大による国内経済環境の変化により、主な顧客

であります国内法人企業において、予定していたシステム開発プロジェクトの計画変更や見直し等が一部で発生し、

事業環境に変化が生じておりました。具体的には、対面式で行っていた商談やミーティングを非対面式によるオン

ラインミーティング等で実施すること等が挙げられます。また、SaaS事業においては、新型コロナウイルス感染症

拡大による国内市場への影響から、SaaS事業全般においても同様の事業環境の変化が生じております。しかしなが

ら、これらの変化に対し、顧客のニーズに沿う形での営業方法やコミュニケーションを継続的に取り込むことによ

り対応したため、当社グループの事業への影響を限定的にすることができたと判断しております。

当社グループは、ITソリューション事業において、主にエンタメ映像ソフトウェア開発やAI等のデジタル技術を

利用したシステム・アプリケーション開発を中心とした売上を計上しました。SaaS事業においては、人材派遣会社

向け管理システム「jobs」を中心に販売実績を積み重ねてきました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高が、780,119千円、営業利益は、

114,629千円、経常利益は、115,993千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、44,902千円となりました。

各セグメントの業績は以下のとおりであります。

(ITソリューション事業)

ITソリューション事業においては、①エンタメ映像ソフトウェア開発、②AI等のデジタル技術を利用したシス

テム・アプリケーション開発を中心に展開して参りましたが、新型コロナウイルス感染症拡大による国内経済環

境の変化により、予定していたシステム開発プロジェクトの計画変更や見直し等が一部で発生したものの、総じ

て受注が好調であったため、売上は概ね堅調に推移しております。

その結果、売上高は、735,767千円、セグメント利益は、181,377千円となりました。

(SaaS事業)

SaaS事業においては、主に自社プロダクトである人材派遣会社向け管理システム「jobs」の開発及び販売をして

おります。新型コロナウイルス感染症拡大や世界的な物価高騰等の影響下において多くの人材派遣会社がコスト削

減を強いられる中、当社システムは価格体系において月額３万円である事から、時代の流れやお客様のニーズに合

う製品となっており、新規顧客を獲得することができております。また、カスタマーサポートの体制強化による解
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約率の改善や、代理店経由による販路の拡大の結果、売上は増加する結果となりました。今後も中長期的に堅調な

成長が見込まれると思われます。

その結果、売上高は、44,351千円、セグメント損失は、66,747千円となりました。

②財政状態に関する説明

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、617,073千円となり、前連結会計年度末と比較して117,694千円の増

加となりました。これは主に利益の計上により現金及び預金が168,595千円増加したこと等によるものであります。

固定資産は100,055千円となり、前連結会計年度末と比較して9,570千円の増加となりました。これは主に、ITソ

リューション事業の開発に係るソフトウェア仮勘定が23,636千円増加したこと等によるものであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて127,265千円増加（前連結会計年度末比121.58％）し、717,128千

円となりました。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は126,632千円となり、前連結会計年度末と比較して46,207千円の

増加となりました。これは主に、売上増加に伴う外注費増加による支払手形及び買掛金の増加27,293千円等による

ものであります。

固定負債は188,142千円となり、前連結会計年度末と比較して36,155千円の増加となりました。これは、新規借入

による長期借入金の増加36,155千円によるものであります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて82,363千円増加（前連結会計年度末比135.44％）し、314,774千

円となりました。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて44,902千円増加（前連結会計年度末

比112.56％）し、402,354千円となりました。これは、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金

が44,902千円増加したものであります。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末比4.49ポイント減少し、

56.11％となりました。

(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年12月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,415,400 2,415,400 非上場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容として何ら
制限のない当社における標準
となる株式であります。
また、単元株式数は100株であ
ります。

計 2,415,400 2,415,400 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年９月27日(注) 2,403,323 2,415,400 － 444,000 － －

（注）2022年９月６日開催の取締役会決議により、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割

を行っております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期連結会計期間は第３四半期連結会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,415,400
24,154

完全議決権株式であり、株主としての
権利内容として何ら制限のない当社に
おける標準となる株式であります。ま
た、単元株式数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,415,400 － －

総株主の議決権 － 24,154 －

② 【自己株式等】

2022年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(2022年８月１日から2022年10月31日まで)及び第３四半期連結累計

期間(2022年２月１日から2022年10月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人 銀河による四半期レ

ビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2022年10月31日)

資産の部

流動資産

　 現金及び預金 432,127

　 受取手形及び売掛金 110,421

　 仕掛品 58,335

　 その他 16,660

　 貸倒引当金 △473

流動資産合計 617,073

固定資産

有形固定資産

　 建物及び構築物（純額） 1,310

　 工具器具及び備品（純額） 5,586

　 有形固定資産合計 ※１ 6,896

無形固定資産

のれん 51,984

その他 24,964

無形固定資産合計 76,949

投資その他の資産

　 破産更生債権等 27,500

　 繰延税金資産 3,129

　 その他 13,080

　 貸倒引当金 △27,500

　 投資その他の資産合計 16,209

固定資産合計 100,055

資産合計 717,128
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2022年10月31日)

負債の部

流動負債

　 支払手形及び買掛金 40,240

　 1年内返済予定の長期借入金 11,556

　 未払法人税等 13,600

　 受注損失引当金 1,872

　 その他 59,362

流動負債合計 126,632

固定負債

長期借入金 188,142

固定負債合計 188,142

負債合計 314,774

純資産の部

株主資本

資本金 444,000

利益剰余金 △41,645

株主資本合計 402,354

純資産合計 402,354

負債純資産合計 717,128
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2022年 ２月 １日
至 2022年 10月 31日)

売上高 780,119

売上原価 423,777

売上総利益 356,341

販売費及び一般管理費

役員報酬 54,232

給与及び手当 42,960

支払手数料 28,069

その他 116,450

販売費及び一般管理費合計 241,711

営業利益 114,629

営業外収益

受取利息 3

　 受取配当金 1

　 補助金収入 4,000

雑収入 76

営業外収益合計 4,081

営業外費用

支払利息 614

上場関連費用 2,000

その他 104

営業外費用合計 2,718

経常利益 115,993

　特別損失

　 棚卸資産評価損 15,954

　 貸倒引当金繰入額 27,500

　 特別損失合計 43,454

税金等調整前四半期純利益 72,538

法人税、住民税及び事業税 12,477

　法人税等調整額 15,158

法人税等合計 27,636

四半期純利益 44,902

非支配株主に帰属する四半期純利益 ─

親会社株主に帰属する四半期純利益 44,902
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2022年 ２月 １日
至 2022年 10月 31日)

四半期純利益 44,902

四半期包括利益 44,902

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 44,902

非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当該会計基準等の適用における計上時期、計上方法の変更はないため、当該会計方針の変更による当第３四半

期連結累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期連結貸

借対照表価額とする金融商品を保有しておらず、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　



― 14 ―

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間
(2022年10月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 7,330 千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自2022年２月１日 至2022年10月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 2022年２月１日 至 2022年10月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注)
ITソリューシ
ョン事業 SaaS事業 計

売上高

一時点で移転される財 735,767 15,895 751,663 ─ 751,663

一定の期間にわたり移転され
る財

─ 28,455 28,455 ─ 28,455

顧客との契約から生じる収益 735,767 44,351 780,119 ─ 780,119

外部顧客への売上高 735,767 44,351 780,119 ─ 780,119

セグメント間の内部売上高又
は振替高

9,138 ─ 9,138 △9,138 ─

計 744,905 44,351 789,257 △9,138 780,119

セグメント利益
又は損失(△)

181,377 △66,747 114,629 ─ 114,629

(注) セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間

(自 2022年２月１日
至 2022年10月31日)

１株当たり四半期純利益 18円59銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 44,902

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

44,902

普通株式の期中平均株式数(株) 2,415,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

－

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2022年９月27日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりますが、当連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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